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概要 

近年、コロナ禍をはじめ、家計が断続的に所得変動に直面する中、税制・社会保障制度によ

る所得安定化機能が一層期待されている。税制の自動安定化機能の大きさを捉えるにあた

ってはマイクロシミュレーションの手法と仮想的な所得変動を組み合わせることで、税制

が所得変動縮小に与える真の寄与を計測することが可能となる。本稿では『全国家計構造調

査』（1989～2019年）の個票データを用い、日本における個人所得課税（所得税、住民税、

社会保険料）の自動安定化効果を定量的に評価する。日本の個人所得課税は所得変動を３割

程度縮小させるが、経年的に見ると高所得層では効果が低下する一方、低所得層では効果が

上昇している。また、日本の税制は控除が税の累進的な負担構造を低下させる結果、税の自

動安定化効果も弱めていることが確認された。 
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